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１ 【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

テクノクオーツ株式会社（以下「テクノクオーツ」といいます。）及びジーエルサイエンス株式会社（以下「ジー

エルサイエンス」といいます。）は、共同株式移転（以下「本株式移転」といいます。）の方法により共同持株会社

を設立し経営統合を行うこと（以下「本経営統合」といいます。）について基本的な合意に達し、2024年２月９日開

催の取締役会において経営統合に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）を締結することを決議

し、締結いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第６号の３の規定に基づき、2024年２月９日付けで臨時報告書を提出いたしました。この度、両社は、2024年５月10

日開催の取締役会において、両社の株主総会の承認を条件として、本株式移転により共同持株会社を設立すること並

びに共同持株会社の概要及び本株式移転の条件等について決議し、同日付けで経営統合契約書（以下「本経営統合契

約書」といいます。）を締結するとともに、株式移転計画書（以下「本株式移転計画書」といいます。）を作成いた

しましたので、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、臨時報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 
２ 【訂正事項】

(1) 当該株式移転において、提出会社の他に株式移転完全子会社となる会社がある場合は、当該他の株式移転完全子

会社となる会社についての事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

(2) 本株式移転の目的

(3) 本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）その他の本株式移転計画の内容

②　本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

③　その他の株式移転の内容

(4) 本株式移転に係る割当ての内容の算定根拠

①　割当ての内容の根拠及び理由

(5) 本株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容（予定）

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は、　　を付して表示しております。なお、今回新たに追加した添付資料（別添A及び別紙）につきまして

は、　　を付しておりません。

 
（訂正前）

(1) 当該株式移転において、提出会社の他に株式移転完全子会社となる会社がある場合は、当該他の株式移転完全子

会社となる会社についての事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

（2023年12月31日現在）

商号 ジーエルサイエンス株式会社

本店の所在地 東京都新宿区西新宿六丁目22番１号

代表者の氏名 取締役社長（代表取締役）長見　善博

資本金の額 1,207,795千円

純資産の額 38,567,250千円（連結）

総資産の額 53,210,071千円（連結）

事業の内容 分析機器関連製品、半導体関連製品、非接触ＩＣカード関連製品の製造・販売

及び同種商品の仕入・販売
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②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

                                                                                               (連結)

事業年度 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

売上高（千円） 29,217,283 33,119,805 38,679,841

営業利益（千円） 3,846,295 4,806,900 6,034,231

経常利益（千円） 3,915,876 4,998,479 6,468,701

親会社株主に帰属する当期純

利益（千円）

2,257,216 2,795,295 3,499,060

 

 
                                                                                               (単体)

事業年度 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

売上高（千円） 14,159,880 14,551,631 15,138,032

営業利益（千円） 1,186,782 1,337,301 1,515,796

経常利益（千円） 1,411,842 1,700,847 1,980,015

当期純利益（千円） 1,183,907 1,335,844 1,562,906
 

 
③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

（2023年12月31日現在）

大株主の氏名または名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

ジーエルサイエンス従業員持株会 7.88％

㈱島津製作所 5.18％

森　禮子 4.52％

㈱三菱ＵＦＪ銀行 4.45％

㈱山口銀行 4.43％
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(2) 本株式移転の目的

　ジーエルサイエンスは、1968年、ガスクロマトグラフ用のカラム充填剤及び消耗部品の製造・販売を目的として

設立され、現在は、主にガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフの装置・消耗品等の開発・製造・販売をして

おります。クロマトグラフをはじめとする分析機器は、食品・飲料、製薬、香粧品、環境（水質・大気・土壌）、

金属・鉱工業、石油化学、エネルギー、自動車、公的研究機関等、幅広い分野で使用され、今後も安定的な需要が

見込まれるものの、将来的には競争が激化していくことも想定されることから、足元では成長が期待できる海外市

場の取り込み、タイムリーな製品供給を可能とする開発力の強化、持続的な成長のための戦略的な投資等を課題と

して取り組んでおります。

　テクノクオーツは、ジーエルサイエンスの子会社として理化学機器用製品の製造及び販売を目的に1976年に設立

され、その後、1978年に現在の主力事業である半導体製造装置用石英ガラス製品分野に進出しました。テクノク

オーツが所属する半導体業界は、シリコンサイクルと呼ばれる特有の景気循環が存在する業界である一方、スマー

トフォンの世界的な普及、ＡＩの爆発的な進化等を背景としたデジタル化の進展等により、継続的に市場は拡大し

てきたと認識しております。足元では半導体市場は調整局面に入り、停滞感が見られますが、今後も５Ｇ通信やＩ

ｏＴ、ＡＩ/ディープラーニング、自動運転の本格化等でデータ量の更なる増加が見込まれ、中長期的に半導体需

要拡大のトレンドは継続していくものと予想されます。

　我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う経済活動の正常化が進む一方で、長期化するロシ

ア・ウクライナ情勢を受けた世界経済の見通しの悪化、エネルギー価格の高騰や円安進行による物価高騰等によ

り、引続き先行き不透明な状況にあり、両社の事業環境も大きく変化しております。そのような中、創業来、「社

会に対し社会性を充分発揮してその存在価値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、発展をならしめる

こと」を共通の基本理念として活動してきた両社が、グループ全体として持続的な成長を図り、企業価値の向上及

び各利害関係者へのより一層の貢献を果たすためには、従来以上にグループ一体となった強固な経営基盤を構築

し、両社各々の強みを融合することが必要であるとの認識で一致したことから、本経営統合について基本合意する

ことに至りました。我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う経済活動の正常化が進む一方

で、長期化するロシア・ウクライナ情勢を受けた世界経済の見通しの悪化、エネルギー価格の高騰や円安進行によ

る物価高騰等により、引続き先行き不透明な状況にあり、両社の事業環境も大きく変化しております。そのような

中、創業来、「社会に対し社会性を充分発揮してその存在価値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、

発展をならしめること」を共通の基本理念として活動してきた両社が、グループ全体として持続的な成長を図り、

企業価値の向上及び各利害関係者へのより一層の貢献を果たすためには、従来以上にグループ一体となった強固な

経営基盤を構築し、両社各々の強みを融合することが必要であるとの認識で一致したことから、本経営統合につい

て基本合意することに至りました。

　上記のとおり、多様な販売先を有し、マクロトレンドに左右されにくく、グループの収益を安定的に支える強固

な事業基盤を有するジーエルサイエンスと、今後更に高い市場の成長が期待され、ニッチな領域で地位を確立して

いるテクノクオーツを中核とする企業グループとして、両社それぞれ及びグループ全体が更なる飛躍を遂げ、企業

価値の向上を実現してまいります。具体的には、本経営統合により、以下の施策・効果を実現することができると

考えております。

 
①～③（略）
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(3) 本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）その他の本株式移転計画の内容

②　本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

 ジーエルサイエンス テクノクオーツ

株式移転比率 1.00 2.10
 

（注１）本株式移転に係る株式の割当ての詳細

ジーエルサイエンスの普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株を、テクノクオーツの普通株式

１株に対して共同持株会社の普通株式2.10株をそれぞれ割当て交付する予定です。なお、本株式移転によ

り、両社の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場

合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた

金額をお支払いいたします。ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じ

た場合には、両社協議の上、変更することがあります。

（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定）

普通株式：18,379,751株

上記は、ジーエルサイエンスの発行済株式総数11,190,000株（2023年12月31日時点）、テクノクオーツの

発行済株式総数3,900,000株（2023年12月31日時点）に基づいて算出しております。なお、ジーエルサイ

エンス及びテクノクオーツは、それぞれ、本株式移転の効力発生までに、現時点で保有し又は今後新たに

取得する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却することを予定しているため、ジーエルサイ

エンス及びテクノクオーツが2023年12月31日時点でそれぞれ保有する自己株式（ジーエルサイエンス：

930,200株、テクノクオーツ：33,345株）については共同持株会社の株式の割当てがなされることは予定

しておりません。ただし、本株式移転の効力発生日までに実際に消却される自己株式数は現状において未

確定であるため、共同持株会社が発行する上記新株式数は変動することがあります。

 
③　その他の株式移転の内容

i.    本株式移転のスケジュール

経営統合に関する基本合意書承認取締役会（両社） 2024年２月９日(金)（本日）

経営統合に関する基本合意書締結（両社） 2024年２月９日(金)（本日）

定時株主総会基準日（両社） 2024年３月31日(日)（予定）

統合契約書及び株式移転計画承認取締役会決議（両社） 2024年５月中旬（予定）

統合契約書締結及び株式移転計画作成（両社） 2024年５月中旬（予定）

株式移転計画承認定時株主総会（テクノクオーツ） 2024年６月21日(金)（予定）

株式移転計画承認定時株主総会（ジーエルサイエンス） 2024年６月25日(火)（予定）

東京証券取引所最終売買日（両社） 2024年９月26日(木)（予定）

東京証券取引所上場廃止日（両社） 2024年９月27日(金)（予定）

統合予定日（共同持株会社設立登記日） 2024年10月１日(火)（予定）

共同持株会社株式上場日 2024年10月１日(火)（予定）
 

※上記は現時点での予定であり、今後手続を進める中で、両社による協議の上、日程を変更する場合がありま

す。

 
ii.   共同持株会社の機関設計

共同持株会社の機関設計は、監査等委員会設置会社とすることを本基本合意書にて合意しております。

 
iii.  共同持株会社の取締役

　共同持株会社の取締役は、６名とし、うち３名を社外取締役といたします。共同持株会社の取締役（社外

取締役を除きます。）３名のうち、ジーエルサイエンスが２名、テクノクオーツが１名をそれぞれ指名いた

します。共同持株会社の監査等委員の数は３名とし、ジーエルサイエンスが２名（社外取締役）、テクノク
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オーツが１名（社外取締役）をそれぞれ指名いたします。
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iv.   その他の株式移転計画の内容

未定であり、今後、両社協議の上、決定いたします。

 
(4) 本株式移転に係る割当ての内容の算定根拠

①　割当ての内容の根拠及び理由

　本株式移転における株式移転比率の公正性とその他本株式移転の公正性を担保するため、ジーエルサイエンス

は、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

（以下「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」といいます。）を、法務アドバイザーとしてＴＭＩ総合法律事

務所を選定しました。一方、テクノクオーツは、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として大

和証券株式会社（以下「大和証券」といいます。）を、法務アドバイザーとしてシティユーワ法律事務所を選定

しました。両社は、それぞれの第三者算定機関より、2024年２月８日付で株式移転比率に関する算定書を取得し

ております。

　両社は、各社のファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関から提出を受けた株式移転比率の算定結

果及び助言、並びに、各社の法務アドバイザーからの助言に加え、両社それぞれが相手方に対して実施した

デュー・ディリジェンスの結果、両社の財務状況、業績動向、株価の動向等の要因をそれぞれ総合的に勘案した

上で、株式移転比率について慎重に検討し、両社間で交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記２．（３）②記載

の株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、本日開催された各社の取締役会において本株式移転における株式

移転比率を決定し、合意いたしました。

 
(5) 本株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容（予定）

商号 現時点では確定しておりません。

本店の所在地 現時点では確定しておりません。

代表者の氏名 現時点では確定しておりません。

資本金の額 現時点では確定しておりません。

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容 傘下子会社及びグループの経営管理並びにこれに付帯又は関連する業務
 

 
　なお、本株式移転に必要な事項は、今後ジーエルサイエンス及びテクノクオーツにて協議の上、決定いたしま

す。未定の事項については、決定次第本臨時報告書の訂正報告書を提出いたします。 
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（訂正後）

(1) 当該株式移転において、提出会社の他に株式移転完全子会社となる会社がある場合は、当該他の株式移転完全子

会社となる会社についての事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

（2024年3月31日現在）

商号 ジーエルサイエンス株式会社

本店の所在地 東京都新宿区西新宿六丁目22番１号

代表者の氏名 取締役社長（代表取締役）長見　善博

資本金の額 1,207,795千円

純資産の額 39,943,674千円（連結）

総資産の額 55,185,061千円（連結）

事業の内容 分析機器関連製品、半導体関連製品、非接触ＩＣカード関連製品の製造・販売

及び同種商品の仕入・販売
 

 
②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

(連結)

事業年度 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

売上高（千円） 33,119,805 38,679,841 37,148,173

営業利益（千円） 4,806,900 6,034,231 5,714,132

経常利益（千円） 4,998,479 6,468,701 6,108,932

親会社株主に帰属する当期純

利益（千円）

2,795,295 3,499,060 3,430,655

 

 
(単体)

事業年度 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

売上高（千円） 14,551,631 15,138,032 16,335,869

営業利益（千円） 1,337,301 1,515,796 1,571,245

経常利益（千円） 1,700,847 1,980,015 2,135,694

当期純利益（千円） 1,335,844 1,562,906 1,688,414
 

 
③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

（2024年3月31日現在）

大株主の氏名または名称 発行済株式（自己株式を除く。）の総数に占める大株主の持株数の割合

ジーエルサイエンス従業員持株会 8.31％

㈱島津製作所 5.65％

森　禮子 4.93％

㈱三菱ＵＦＪ銀行 4.85％

㈱山口銀行 4.83％
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(2) 本株式移転の目的

　ジーエルサイエンスは、1968年、ガスクロマトグラフ用のカラム充填剤及び消耗部品の製造・販売を目的として

設立され、現在は、主にガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフの装置・消耗品等の開発・製造・販売をして

おります。クロマトグラフをはじめとする分析機器は、食品・飲料、製薬、香粧品、環境（水質・大気・土壌）、

金属・鉱工業、石油化学、エネルギー、自動車、公的研究機関等、幅広い分野で使用され、今後も安定的な需要が

見込まれるものの、将来的には競争が激化していくことも想定されることから、足元では成長が期待できる海外市

場の取り込み、タイムリーな製品供給を可能とする開発力の強化、持続的な成長のための戦略的な投資等を課題と

して取り組んでおります。

　テクノクオーツは、ジーエルサイエンスの子会社として理化学機器用製品の製造及び販売を目的に1976年に設立

され、その後、1978年に現在の主力事業である半導体製造装置用石英ガラス製品分野に進出しました。テクノク

オーツが所属する半導体業界は、シリコンサイクルと呼ばれる特有の景気循環が存在する業界である一方、スマー

トフォンの世界的な普及、ＡＩの爆発的な進化等を背景としたデジタル化の進展等により、継続的に市場は拡大し

てきたと認識しております。半導体市場は現在も調整局面の状態が継続しておりますが、2024年後半には市場の回

復が期待されており、今後も５Ｇ通信やＩｏＴ、ＡＩ/ディープラーニング、自動運転の本格化等でデータ量の更

なる増加が見込まれ、中長期的に半導体需要拡大のトレンドは継続していくものと予想されます。

　我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う経済活動の正常化が進む一方で、長期化するロシ

ア・ウクライナ情勢を受けた世界経済の見通しの悪化、エネルギー価格の高騰や円安進行による物価高騰等によ

り、引続き先行き不透明な状況にあり、両社の事業環境も大きく変化しております。そのような中、創業来、「社

会に対し社会性を充分発揮してその存在価値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、発展をならしめる

こと」を共通の基本理念として活動してきた両社が、グループ全体として持続的な成長を図り、企業価値の向上及

び各利害関係者へのより一層の貢献を果たすためには、従来以上にグループ一体となった強固な経営基盤を構築

し、両社各々の強みを融合することが必要であるとの認識で一致したことから、本経営統合について基本合意する

ことに至りました。我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う経済活動の正常化が進む一方

で、長期化するロシア・ウクライナ情勢を受けた世界経済の見通しの悪化、エネルギー価格の高騰や円安進行によ

る物価高騰等により、引続き先行き不透明な状況にあり、両社の事業環境も大きく変化しております。そのような

中、創業来、「社会に対し社会性を充分発揮してその存在価値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、

発展をならしめること」を共通の基本理念として活動してきた両社が、グループ全体として持続的な成長を図り、

企業価値の向上及び各利害関係者へのより一層の貢献を果たすためには、従来以上にグループ一体となった強固な

経営基盤を構築し、両社各々の強みを融合することが必要であるとの認識で一致したことから、本経営統合につい

て基本合意することに至りました。

　上記のとおり、多様な販売先を有し、マクロトレンドに左右されにくく、グループの収益を安定的に支える強固

な事業基盤を有するジーエルサイエンスと、今後更に高い市場の成長が期待され、ニッチな領域で地位を確立して

いるテクノクオーツを中核とする企業グループとして、両社それぞれ及びグループ全体が更なる飛躍を遂げ、企業

価値の向上を実現してまいります。具体的には、本経営統合により、以下の施策・効果を実現することができると

考えております。

 
①～③（略）
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　これらの施策・効果を実現させることでグループ戦略の機能を強化することにより、2027年３月期に連結売上高

500億円を目指してまいります。

 
(3) 本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）その他の本株式移転計画の内容

②　本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

 ジーエルサイエンス テクノクオーツ

株式移転比率 1.00 2.10
 

（注１）本株式移転に係る株式の割当ての詳細

ジーエルサイエンスの普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株を、テクノクオーツの普通株式

１株に対して共同持株会社の普通株式2.10株をそれぞれ割当て交付する予定です。なお、本株式移転によ

り、両社の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場

合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた

金額をお支払いいたします。ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じ

た場合には、両社協議の上、変更することがあります。

（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定）

普通株式：18,379,715株

上記は、ジーエルサイエンスの発行済株式総数11,190,000株（2024年3月31日時点）、テクノクオーツの

発行済株式総数3,900,000株（2024年3月31日時点）に基づいて算出しております。なお、ジーエルサイエ

ンス及びテクノクオーツは、それぞれ、本株式移転の効力発生までに、現時点で保有し又は今後新たに取

得する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却することを予定しているため、ジーエルサイエ

ンス及びテクノクオーツが2024年3月31日時点でそれぞれ保有する自己株式（ジーエルサイエンス：

930,200株、テクノクオーツ：33,345株）については共同持株会社の株式の割当てがなされることは予定

しておりません。ただし、本株式移転の効力発生日までに実際に消却される自己株式数は現状において未

確定であるため、共同持株会社が発行する上記新株式数は変動することがあります。

（注３）共同持株会社の単元株式数及び単元未満株式の取扱いについて

共同持株会社の単元株式数は、100株といたします。

なお、本株式移転により１単元（100 株）未満の共同持株会社の株式の割当てを受ける両社の株主の皆様

につきましては、かかる割当てを受けた株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所において売却する

ことはできませんが、そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様は、会社法第192条第１

項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが

可能です。[また、共同持株会社の定款において、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式の

数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することができる旨の規定を設ける予定であ

るため、会社法第194条第１項及び定款の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満

株式の数と併せて１単元となる数の株式を売り渡すことを請求することも可能です。
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③　その他の株式移転の内容

i.    本株式移転のスケジュール

経営統合に関する基本合意書承認取締役会（両社） 2024年２月９日(金)

経営統合に関する基本合意書締結（両社） 2024年２月９日(金)

定時株主総会基準日（両社） 2024年３月31日(日)

統合契約書及び株式移転計画承認取締役会決議（両社） 2024年５月10日(金)（本日）

統合契約書締結及び株式移転計画作成（両社） 2024年５月10日(金)（本日）

株式移転計画承認定時株主総会（テクノクオーツ） 2024年６月21日(金)（予定）

株式移転計画承認定時株主総会（ジーエルサイエンス） 2024年６月25日(火)（予定）

東京証券取引所最終売買日（両社） 2024年９月26日(木)（予定）

東京証券取引所上場廃止日（両社） 2024年９月27日(金)（予定）

統合予定日（共同持株会社設立登記日） 2024年10月１日(火)（予定）

共同持株会社株式上場日 2024年10月１日(火)（予定）
 

※上記は現時点での予定であり、今後手続を進める中で、両社による協議の上、日程を変更する場合がありま

す。

 
ii.   共同持株会社の機関設計

共同持株会社の機関設計は、監査等委員会設置会社といたします。
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iii.  共同持株会社の取締役

　共同持株会社の取締役は、６名とし、うち３名を社外取締役とし、また、共同持株会社の監査等委員の数

は３名といたします。共同持株会社設立時の取締役の候補者は、下記のとおりとする予定です。

 
代表者

及び役

員の就

任予定

代表取締役社長　　　　　　長見 善博　 現：ジーエルサイエンス　取締役社長

代表取締役副社長　　　　　園田 育伸　 現：テクノクオーツ　　　取締役社長

取締役　　　　　　　　　　芹澤 修　　 現：ジーエルサイエンス　取締役

社外取締役（監査等委員）　齋藤 隆広　 現：ジーエルサイエンス　社外取締役（監査等委員）

社外取締役（監査等委員）　永沢 裕美子 現：ジーエルサイエンス　社外取締役（監査等委員）

社外取締役（監査等委員）　森田 岳人　 現：テクノクオーツ　　　社外取締役（監査等委員）
 

 
iv.   その他の株式移転計画の内容

本株式移転に係る株式移転計画の内容は、別紙A「株式移転計画書（写）」記載のとおりです。

 
(4) 本株式移転に係る割当ての内容の算定根拠

①　割当ての内容の根拠及び理由

　本株式移転における株式移転比率の公正性とその他本株式移転の公正性を担保するため、ジーエルサイエンス

は、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

（以下「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」といいます。）を、法務アドバイザーとしてＴＭＩ総合法律事

務所を選定しました。一方、テクノクオーツは、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として大

和証券株式会社（以下「大和証券」といいます。）を、法務アドバイザーとしてシティユーワ法律事務所を選定

しました。両社は、それぞれの第三者算定機関より、2024年２月８日付で株式移転比率に関する算定書を取得し

ております。

　両社は、各社のファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関から提出を受けた株式移転比率の算定結

果及び助言、並びに、各社の法務アドバイザーからの助言に加え、両社それぞれが相手方に対して実施した

デュー・ディリジェンスの結果、両社の財務状況、業績動向、株価の動向等の要因をそれぞれ総合的に勘案した

上で、株式移転比率について慎重に検討し、両社間で交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記２．（３）②記載

の株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、本日開催された各社の取締役会において本株式移転における株式

移転比率を決定し、合意いたしました。

　また、両社は、上記株式移転比率の算定の基礎について、本基本合意書の締結後、上記株式移転比率に影響を

及ぼすような重大な変更がないことを確認し、本日付の本経営統合契約書及び本株式移転計画においても、上記

株式移転比率に合意しております。

 
(5) 本株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容（予定）

商号 ジーエルテクノホールディングス株式会社

（英文表記）GLTECHNO HOLDINGS,INC.

本店の所在地 東京都新宿区

代表者の氏名 代表取締役社長　長見　善博

代表取締役副社長　園田　育伸

資本金の額 300百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容 傘下子会社及びグループの経営管理並びにこれに付帯又は関連する業務
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（別添A）

 
 
 
 
 
 
 
 

株式移転計画書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2024年5月10日
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株式移転計画書

 
ジーエルサイエンス株式会社（以下「甲」という。）及びテクノクオーツ株式会社（以下「乙」という。）は、共同

株式移転の方法による株式移転を行うことにつき合意したので、以下のとおり共同して株式移転計画（以下「本株式移

転計画」という。）を作成する。

 
第1条（本株式移転）

甲及び乙は、本株式移転計画の定めるところに従い、共同株式移転の方法により、新たに設立する株式移転設立完全

親会社（以下「共同持株会社」という。）成立日（第6条に定義する。以下同じ。）において、甲及び乙の発行済株式の

全部を共同持株会社に取得させる株式移転（以下「本株式移転」という。）を行うものとする。

 
第2条（共同持株会社の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項）

1.   共同持株会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は以下のとおりとする。

(1)目的

共同持株会社の目的は、別紙の定款第2条記載のとおりとする。

(2)商号

共同持株会社の商号は、ジーエルテクノホールディングス株式会社とし、英文ではGLTECHNO HOLDINGS, INC.と

表示する。

(3)本店の所在地

共同持株会社の本店の所在地は東京都新宿区とし、本店の所在場所は東京都新宿区西新宿６丁目22番地１号と

する。

(4)発行可能株式総数

共同持株会社の発行可能株式総数は、50,000,000株とする。

2.   前項に掲げるもののほか、共同持株会社の定款で定める事項は、別紙の定款記載のとおりとする。

 
第3条（共同持株会社の設立時取締役及び設立時会計監査人の名称）

1.   共同持株会社の設立時取締役（設立時監査等委員である設立時取締役を除く。）の氏名は次のとおりとする。

設立時取締役　長見 善博

設立時取締役　園田 育伸

設立時取締役　芹澤 修

2.   共同持株会社の設立時監査等委員である設立時取締役の氏名は次のとおりとする。

設立時監査等委員　齋藤 隆広（社外取締役）

設立時監査等委員　永沢 裕美子（社外取締役）

設立時監査等委員　森田 岳人（社外取締役）

3.   共同持株会社の設立時会計監査人の名称は次のとおりとする。

        監査法人A&Aパートナーズ
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第4条（本株式移転に際して交付する株式及びその割当て）

1.   共同持株会社は、本株式移転に際して、共同持株会社が甲及び乙の株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基

準時」という。）における甲及び乙の普通株式の株主に対し、それぞれその所有する甲及び乙の普通株式に代わ

り、(i)甲が基準時現在発行している普通株式数の合計に1を乗じた数、及び(ii)乙が基準時現在発行している普通

株式数の合計に2.10を乗じた数を合計した数と同数の共同持株会社の普通株式を交付する。

2.   共同持株会社は、前項の規定により交付される共同持株会社の普通株式を、基準時における甲及び乙の普通株式の

株主に対し、それぞれ次の各号に定める割合をもって割り当てる。

(1) 甲の株主に対しては、その所有する甲の普通株式1株に対して共同持株会社の普通株式1株

(2) 乙の株主に対しては、その所有する乙の普通株式1株に対して共同持株会社の普通株式2.10株

3.   前二項の計算において、1株に満たない端数が生じる場合には、会社法第234条その他関係法令の規定に基づき処理

するものとする。

 
第5条（共同持株会社の資本金及び準備金等の額に関する事項）

共同持株会社成立日における共同持株会社の資本金及び準備金等の額は、次のとおりとする。

(1) 資本金の額

　 300,000,000円

(2) 資本準備金の額

　 0円

(3) 利益準備金の額

　 0円

 
第6条（共同持株会社成立日）

共同持株会社の設立の登記をすべき日（以下「共同持株会社成立日」という。）は、2024年10月１日とする。但し、

本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲及び乙は協議・合意の上、共同持株会社成立日

を変更することができるものとする。

 
第7条（株式移転計画承認株主総会）

甲及び乙は、それぞれ2024年６月中に開催する定時株主総会において、本株式移転計画及び本株式移転に必要な事項

に関する承認を求めるものとする。但し、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲及び

乙は協議・合意の上、当該承認を求めるための株主総会の予定を変更することができるものとする。

 
第8条（株式上場、株主名簿管理人）

1. 甲及び乙は、共同持株会社の発行する普通株式が共同持株会社成立日に株式会社東京証券取引所スタンダード市場

に上場されるよう、必要となる手続を相互に協議の上協力して行うものとする。

2. 共同持株会社の設立時における株主名簿管理人は、三菱UFJ信託銀行株式会社とする。

 
第9条（剰余金の配当）

1.   甲は、2024年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対して、１株当たり70円

を限度として、剰余金の配当を行うことができるものとする。

2.   乙は、2024年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対して、１株当たり130円
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3.   甲及び乙は、前二項に定める場合を除き、本株式移転計画作成後共同持株会社成立日に至るまでの間、共同持株会

社成立日以前の日を基準日とする剰余金の配当の決議を行わないものとする。但し、甲及び乙が協議の上、合意し

た場合についてはこの限りではない。

 
第10条（自己株式の消却）

甲及び乙は、共同持株会社の成立の日の前日までに開催されるそれぞれの取締役会の決議により、それぞれが基準時

において保有する自己株式のうち、実務上消却可能な範囲の株式（本株式移転に際して行使される会社法第806条第1項

に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得する自己株式を含む。）を、基準時をもって消却す

る。

 
第11条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本株式移転計画作成後共同持株会社成立日に至るまでの間、それぞれ善良なる管理者の注意をもって、

自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行い、かつ、それぞれの子会社をして善良なる管理者の注意をもって自

らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行わせるものとし、それぞれの財産又は権利義務に重大な影響を及ぼし得

る行為については、本株式移転計画において別途定める場合を除き、あらかじめ甲及び乙が協議し、合意の上、これを

行い、又はこれを行わせるものとする。

 
第12条（本株式移転計画の効力）

本株式移転計画は、第7条に定める甲若しくは乙の株主総会のいずれかにおいて、本株式移転計画及び本株式移転に必

要な事項に関する決議が得られなかった場合、共同持株会社成立日までに本株式移転を行うにあたり必要な関係当局の

承認等が得られなかった場合、又は、次条に基づき本株式移転を中止する場合には、その効力を失うものとする。

 
第13条（株式移転条件の変更及び本株式移転の中止）

本株式移転計画作成後共同持株会社成立日に至るまでの間に、甲又は乙の財産状態若しくは経営状態に重大な変更が

発生した場合又は重大な影響を与える事由があることが判明した場合、又は本株式移転の実行に重大な支障となる事態

が生じ若しくは明らかとなった場合、その他本株式移転計画の目的の達成が著しく困難となった場合は、甲及び乙は協

議・合意の上、本株式移転の条件その他本株式移転計画の内容を変更し又は本株式移転を中止することができる。

 
第14条（協議事項）

本株式移転計画に定める事項のほか、本株式移転計画に定めがない事項、その他本株式移転に必要な事項は、本株式

移転計画の趣旨に従い、甲及び乙が別途協議・合意の上定める。

 
（以下余白）
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　本株式移転計画作成の証として、本書２通を作成し、各自記名押印のうえ、各自１通を保有する。

 
2024年５月10日

 
 

　　　　　   甲：

　　　　　   東京都新宿区西新宿６丁目２２番１号

　　　　　   ジーエルサイエンス株式会社

　　　　　   取締役社長　長見　善博

 
 
 

　　　　　   乙：

　　　　　   東京都中野区本町１丁目３２番２号

　　　　　   テクノクオーツ株式会社

　　　　　   取締役社長　園田　育伸
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別紙

定　　　款

 
第１章　　総　　　則

（商　　号）

第 １ 条　当会社は、ジーエルテクノホールディングス株式会社と称し、英文では、GLTECHNO HOLDINGS, INC.と表示す

る。

（目　　的）

第 ２ 条　当会社は、次の事業を営むこと、ならびに次の事業を営む会社の株式または持分を所有することにより、当

該会社の事業活動を管理することを目的とする。

（１）理化学機器、検査・診断を含む生化学用機器および科学研究用機器の製造販売

（２）理化学用薬品、試薬の製造販売およびそれら化学物質の運用管理装置の製造販売

（３）半導体製造機器およびそれから派生する産業機器の製造販売

（４）半導体、太陽電池、液晶、発光ダイオード等エレクトロニクス製品製造用ガラス、石英ガラス、炭化ケイ

素、アルミナ等セラミック製品の製造販売

（５）計量機器の製造販売

（６）理化学機器に供される化学工業品、電気機器および電子機器の製造販売

（７）理化学機器に供される特殊ガス配管の設計施工を含むガス供給設備全般の製造販売

（８）医療用機器の製造販売

（９）各種計測機の製造販売

（10）教育用機器の製造販売

（11）加熱機器の設計、開発、製造販売

（12）温度制御機器の製造販売

（13）真空系機器の製造販売

（14）加工機械および治具部品の設計、開発、製造販売

（15）金属部品、セラミック部品の加工および洗浄

（16）個体識別情報およびその付帯情報を記録したカード、タグ、ラベル等とそれらのリーダーライターの製造販

売

（17）生体情報を利用した個体識別機器の製造販売

（18）防犯、防火、防災および救急等の安全対策装置、設備の製造販売
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（19）光、電波、赤外線、レーザー光線、音波、超音波、磁気センサー等ならびに第16号および第17号による人、

動物および物品の管理・監視装置、設備の製造販売

（20）産業用電子機器および制御機器・電子計算機とその周辺機器、またそれらに関連するシステムおよびソフト

ウェアの開発製造販売

（21）電子計算機およびその周辺機器の製造販売

（22）事務所等設備に関連する機器の製造販売

（23）工作機械・装置等に関連する機器の加工・製造販売

（24）前各号を利用した応用製品および応用システムの製造販売

（25）前各号に関連する試料処理、測定業務、教育、講習ならびにコンサルテーション

（26）前各号に関連するソフトウェア、技術および情報の販売

（27）前各号に関連する物品、技術およびソフトウェアの輸出入業

（28）前各号に関連する設備の電気工事・電気通信工事・建具工事に関する諸事業

（29）前各号に附帯する一切の事業

２．当会社は前項各号の事業ならびに次の事業およびこれに附帯または関連する一切の業務を行うことができる。

（１）グループ会社等の経営企画、総務、人事、財務関連業務およびその他必要と認めた業務

（２）グループ会社等を対象にした資金の集中・配分関連業務、貸付業務および余剰資金の運用業務

（本店の所在地）

第 ３ 条　当会社は、本店を東京都新宿区に置く。

（公告の方法）

第 ４ 条　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

 
第２章　　株　　　式

（発行可能株式総数）

第 ５ 条　当会社の発行可能株式総数は50,000,000株とする。

（自己株式の取得）

第 ６ 条　当会社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。

（単元株式数）

第 ７ 条　当会社の１単元の株式数は、100株とする。

（単元未満株主についての権利）

第 ８ 条　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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（４）次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増請求）

第 ９ 条　当会社の単元未満株式を有する株主は、株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数

と併せて単元株式数となる数の単元未満株式を売り渡すことを当会社に請求することができる。

（株主名簿管理人）

第 10 条　当会社は株主名簿管理人を置く。

２．株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって選定し、公告する。

３．当会社の株主名簿および新株予約権原簿は株主名簿管理人の事務取扱場所に備え置き、株主名簿および新株予

約権原簿への記載または記録、その他株式ならびに新株予約権に関する事務は株主名簿管理人に取扱わせ、当会

社においては取扱わない。

（株式取扱規則）

第 11 条　当会社の株主名簿および新株予約権原簿への記載または記録、単元未満株式の買取り及び売渡し、その他株

式または新株予約権に関する取扱い、株主の権利行使に際しての手続き等および手数料については、法令また

は定款に定めるものの他、取締役会において定める株式取扱規則による。

（基 準 日）

第 12 条　当会社は、毎年３月 31日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主をもって、その事業

年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とする。

２．前項にかかわらず必要ある場合は取締役会の決議によってあらかじめ公告して、一定の日の最終の株主名簿に

記載または記録された株主または登録株式質権者をもってその権利を行使することができる株主または登録株式

質権者とすることができる。
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第３章　　株 主 総 会

（招 集）

第 13 条　定時株主総会は毎年６月に招集し、臨時株主総会は必要ある場合に招集する。

（招集権者および議長）

第 14 条　株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、取締役社長がこれを招集し、

その議長となる。取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会の定めた順序により他の取締役が招集す

る。

（電子提供措置等）

第 15 条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとるも

のとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部について、議決権の基準日

までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないことができる。

（総会の決議の方法）

第 16 条　株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することができ

る株主の議決権の過半数をもって行う。

２．会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。

（株主総会の議事録）

第 17 条　株主総会の議事については、議事録を作成する。議事録には議事の経過の要領およびその結果ならびにその

他法令に定める事項を記載または記録する。

（議決権の代理行使）

第 18 条　株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使することができる。

２．前項の場合には、株主または代理人は代理権を証明する書面を株主総会ごとに当会社に提出しなければならな

い。
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第４章　　取締役および取締役会

（取締役会の設置）

第 19 条　当会社は取締役会を置く。

（取締役の員数）

第 20 条　当会社の取締役（監査等委員であるものを除く。）は、５名以内とする。

２．当会社の監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）は、５名以内とする。

（取締役の選任）

第 21 条　取締役は、監査等委員とそれ以外の取締役とを区別して株主総会の決議によって選任する。

２．取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。

３．取締役の選任決議は、累積投票によらない。

（取締役の任期）

第 22 条　取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とする。

２．前項の規定にかかわらず、監査等委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までとする。

３．任期の満了前に退任した監査等委員の補欠として選任された監査等委員の任期は、退任した監査等委員の任期

の満了する時までとする。

（取締役会の招集および議長）

第 23 条　取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長となる。取締役社長に事故あ

るときはあらかじめ取締役会の定めた順序により他の取締役が招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知）

第 24 条　取締役会の招集通知は、各取締役に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊急の場合には、この期間

を短縮することができる。

（取締役会の決議の方法）

第 25 条　取締役会の決議は、取締役の過半数が出席し、その出席取締役の過半数をもって行う。

（取締役会の決議の省略）

第 26 条　当会社は、会社法第370条に基づき取締役の全員が取締役会の決議事項について書面または電磁的記録により

同意した場合には、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。

（業務執行の決定の取締役への委任）

第 27 条　当会社は、会社法第 399条の13第6項の規定により、取締役会の決議によって重要な業務執行（同条第5項各

号に掲げる事項を除く。）の決定を取締役に委任することができる。

（取締役会規則）

第 28 条　取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるものの他、取締役会において定める取締役会規則によ

る。

（取締役の報酬等）

第 29 条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」とい

う。）は、株主総会の決議によって監査等委員とそれ以外の取締役とを区別して定める。
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（代表取締役および役付取締役）

第 30 条　当会社は、取締役会の決議によって代表取締役を選定する。

２．取締役会はその決議によって取締役社長１名を選定し、また必要に応じ取締役副社長、専務取締役および常務

取締役各若干名を選定することができる。

３．取締役社長は、当会社の業務を統轄し、取締役副社長、専務取締役および常務取締役は取締役社長を補佐して

その業務を執行し、または業務を分掌する。

（取締役の責任免除）

第 31 条　当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で、同

法第423条第１項の賠償責任について法令に定める金額を限度とする契約を締結することができる。

 
第５章　　監査等委員会

（監査等委員会の設置）

第 32 条　当会社は監査等委員会を置く。

（監査等委員会の招集通知）

第 33 条　監査等委員会の招集通知は、各監査等委員に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊急の場合には、

この期間を短縮することができる。

（監査等委員会の決議の方法）

第 34 条　監査等委員会の決議は、監査等委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

（監査等委員会規則）

第 35 条　監査等委員会に関する事項は、法令または定款に定めるものの他、監査等委員会において定める監査等委員

会規則による。

 
第６章　　会計監査人

（会計監査人の設置）

第 36 条　当会社は会計監査人を置く。

（会計監査人の選任）

第 37 条　会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。

（会計監査人の任期）

第 38 条　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

までとする。

２．会計監査人は前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株主総会において再任

されたものとみなす。

（会計監査人の報酬等）

第 39 条　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の同意を得て定める。

 
第７章　　計　　　算

（事業年度）

第 40 条　当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 31日までとする。
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（期末配当）

第 41 条　当会社は株主総会の決議によって毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株

式質権者に対し金銭による剰余金の配当（以下「期末配当」という。）を行う。

（中間配当）

第 42 条　当会社は取締役会の決議によって、毎年９月 30日の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（以下「中間配当」という。）をすることができる。

（期末配当等の除斥期間）

第 43 条　期末配当および中間配当に係る金銭が支払開始の日から満３年を経過しても受領されない時は、当会社はそ

の支払の義務を免れる。

２．未払の期末配当および中間配当に係る金銭には利息をつけない。

 
付　　　則

 
１．第40条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社設立の日から2025年３月31日までとする。

２．第29条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会の終結の時までの期間の当会社の取締

役の報酬等の額は、それぞれ次のとおりとする。

 
（１）監査等委員である取締役以外の取締役に対する報酬等

報酬等の総額は、年額150百万円以内とする。

（２）監査等委員である取締役に対する報酬等

報酬等の総額は、年額30百万円以内とする。

３．本付則は、当会社の最初の定時株主総会終結の時をもって、これを削除する。
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